
 

説明資料：特定類型 

 「特定類型」とは、以下の①から③のような類型をいいます。 

 

① 外国法令に基づいて設立された法人その他の団体（以下「外国法人等」という。）又は外

国の政府、外国の政府機関、外国の地方公共団体、外国の中央銀行並びに外国の政党その他

の政治団体（以下「外国政府等」という。）との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他

の契約を締結しており、当該契約に基づき当該外国法人等若しくは当該外国政府等の指揮命

令に服する又は当該外国法人等若しくは当該外国政府等に対して善管注意義務を負う者（次

に掲げる場合を除く。） 

 

（ｲ）当該者が本邦法人との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結してお

り、当該契約に基づき当該本邦法人の指揮命令に服する又は当該本邦法人に対して善管

注意義務を負う場合において、当該本邦法人又は当該者が、当該外国法人等又は当該外

国政府等との間で、当該本邦法人による当該者に対する指揮命令又は当該本邦法人に対

して当該者が負う善管注意義務が、当該外国法人等若しくは当該外国政府等による当該

者に対する指揮命令又は当該外国法人等若しくは当該外国政府等に対して当該者が負う

善管注意義務よりも優先すると合意している場合 

 

（ﾛ）当該者が本邦法人との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結してお

り、当該契約に基づき当該本邦法人の指揮命令に服する又は当該本邦法人に対して善管

注意義務を負う場合において、グループ外国法人等（当該本邦法人の議決権の50%以上を

直接若しくは間接に保有する外国法人等又は当該本邦法人により議決権の50%以上を直接

若しくは間接に保有される外国法人等をいう。以下同じ。）との間で雇用契約、委任契

約、請負契約その他の契約を締結しており、当該契約に基づき当該グループ外国法人等

の指揮命令に服する又は当該グループ外国法人等に対して善管注意義務を負う場合 

 

② 外国政府等から多額の金銭その他の重大な利益（金銭換算する場合に当該者の年間所得の 

うち25％以上を占める金銭その他の利益をいう。）を得ている者又は得ることを約している 

者 

 

③ 本邦における行動に関し外国政府等の指示又は依頼を受ける者 

  



 

参考資料：特定類型該当性確認のための簡易チェックフローチャート 

※ 本資料は、大学の教職員や学生の特定類型該当性について、誓約書記載のために本人が確認する際や大学側が関係書類から確

認する際に補助的に使用することを想定したものです。特定類型該当性の要件に関する正確な文言は必ず役務通達の原文を確認し

てください。（「安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用）第四版」３３頁～３９頁参照） 

 

■ 特定類型①：外国政府や外国法人と雇用契約等を結んでいる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 特定類型②：外国政府等から経済的利益を受けている場合 

 

外国の大学や企業（外国法人等）又は外国

政府等と雇用契約（契約の名称を問わず、

時間的・場所的に拘束されるもの）又は取締

役・監査役としての委任契約を締結している

か？ 

本学との契約に基づく指揮命令又は善管

注意義務が、○○が契約を結んでいる外

国法人等又は外国政府等との契約に基づ

く指揮命令又は善管注意義務に優先すると

の合意があるか？ 

※学生の場合は「NO」へ 

本学と、○○が契約を結んでいる外国法

人等はグループ外国法人等の関係にある

か？ 

※通常、大学では該当しません。 

類型①に該当しません。 

類型①に該当しません。 

類型①に該当する可能性があ

ります。役務通達の原文を確認

の上、必要な手続を行ってくださ

い。 

外国政府等から、個人として（not 大学とし

て、研究室として）多額の金銭その他の重

大な利益を得ている、又は、得ることを約

束しているか？ 

その利益を金銭換算した場合、年間所得

のうち 25%以上を占めているか？ 

類型②に該当しません。 

類型②に該当する可能性があ

ります。役務通達の原文を確認

の上、必要な手続を行ってくださ

い。 
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